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令和７年２月２８日改定 

 

浜松町駅周辺地区駐車場地域ルール 

 

１ 目的 

浜松町駅周辺地区駐車場地域ルール（以下「地域ルール」という。）は、地域の特性、

まちづくりの方向性、駐車施設の整備及び課題等を踏まえ、都市の低炭素化の実現に向

け駐車施設の適正配置と運用を図り、利用者の利便性の向上と交通環境の改善に資する

ことを目的とする。 

 

２ 適用地区 

（１）基本的考え方 

  ①上位計画との整合 

建築行為に対しては、用途・容積率の指定や地区計画等の都市計画的な位置付け

を踏まえて指導が行われることから、「竹芝地区まちづくりガイドライン」や地区計

画が定められている区域との整合を図る。 

  ②都市機能の集約化 

上位計画等において、都市機能の集約や歩行者ネットワークの強化が位置付けら

れており、駐車施設の集約化を図る取組と整合した区域とする。 

  ③一定のまとまりをもった区域 

自動車での来訪交通の整序化等による道路交通の円滑化や快適な歩行空間の確保

などの実現に必要な一定のまとまりをもった区域とする。 

  ④区域内の適切な移動環境の確保 

集約駐車施設と駐車機能集約区域内の目的地間の移動環境や、駐車機能集約区域

内における移動環境などの観点から適切な規模とする。 

 

（２）地域ルールの適用地区（駐車機能集約区域） 

地域ルールの適用地区は、地区計画が定められている「竹芝地区」、「浜松町駅西口

地区」、「芝浦一丁目地区」を含む区域とし、幹線道路や臨港地区によって分断されて

いない周辺街区を含む別添図１のとおりとする。 

 

３ 駐車施設の整備台数の基準 

（１）基本的考え方 

  ①一般車 

実態調査に基づく推計により、適用地区内における個々の建物で駐車施設の需給

に不足が生じないことを考慮して以下の係数を標準値として設定し、地域ルールに

より附置すべき台数を算出する。 

標準値：東京都駐車場条例（昭和 33 年東京都条例第 77 号（以下「都条例」と

いう。））※1に基づく附置義務台数×0.6※2  
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ただし、類似施設の駐車実績に基づいて駐車原単位を設定して当該建物の駐車需

要台数を算出し、当該台数が審査により認められた場合は、これを地域ルールによ

り附置すべき台数とすることができる。 

なお、地域ルールにより附置すべき台数は、実態調査に基づく推計により、適用

地区内全域で駐車施設の需給に不足が生じないことを考慮して設定した以下の下限

値を適用して算出した台数を下回らないものとする。 

下限値：都条例※1に基づく附置義務台数×0.5※2 

 

  ②荷捌き車 

   ・荷捌き車の附置すべき台数は、都条例の基準に基づき算出することを原則とする。

（都条例に定められている但し書きの 10 台の上限規定は適用しない。） 

   ・共同荷受の実施、共同集配の導入などの施策を実施する建築物は、貨物車駐車台

数が削減されることが認められる場合、低減した整備台数とすることができる。 

 

４ 集約駐車施設の位置 

（１）基本的考え方 

  ①上位計画との整合 

「竹芝地区まちづくりガイドライン」や地区計画における「まちづくりの方針」、

「公共交通機関との連続性」、「地区内移動の利便性」などの観点から集約駐車施設

の立地の可能性のある位置とする。 

  ②まちづくりの方針の実現 

   ・港区まちづくりマスタープランに掲げている「道路ネットワークの整備と交通の

円滑化に寄与する位置とする。 

  ③低炭素まちづくりの促進 

港区低炭素まちづくり計画に掲げている「環境に配慮した交通環境の整備」を実

現し、都市の低炭素化が図られるよう駐車機能集約区域の交通需要を踏まえた位置

とする。 

 

（２）集約駐車施設の位置 

集約駐車施設の位置は、「区域①・区域②・区域④」とし、別添図１のとおりとする。 
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５ 集約駐車施設の規模 

浜松町駅周辺地区において、既存建物の更新を前提として都条例に基づく附置義務台

数、前記「３ 駐車施設の整備台数の基準」に基づく地域ルールにより附置すべき台数

を算出した結果に基づき、集約駐車施設の規模※3は約 227 台～439 台とする。 

 

６ その他の事項 

（１）対象駐車場 

地域ルールの対象は、都条例に基づき附置が義務付けられた駐車施設とする。 

 

（２）地域ルールの運用体制※4 

  ①地域ルール運営協議会 

区は、地域ルールの検証を行うとともに必要に応じた見直し等を検討するため、

学識経験者、駐車場区域内に所在する町会・自治会等の代表者、駐車場地域ルール

運用組織の代表者、交通管理者、関係行政機関の代表者、港区関係部署の代表者で

構成する「地域ルール運営協議会」を設置する。 

②地域ルール運用組織 

地域では、地域ルールの受付事務を行うとともに地域が一体となって地域貢献策を

実施するため、「地域ルール運用組織」を設置するものとする。 

③地域ルール審査組織 

区は、地域ルールに基づく駐車施設の整備について中立的かつ客観的に審査を行う

ため、外部の第三者組織を「地域ルール審査組織」として指定する。 

 

（３）申請及び審査の手続 

  ①適用申請及び審査 

・地域ルールの適用を受けようとする者は、地域ルール運用組織に対し、低炭素に

資する取組※5に関する計画書を添えて地域ルールの適用申請を行う。 

・適用申請を受けた地域ルール運用組織は、区へ低炭素に資する取組※5 に関する計

画書の確認を求め、確認を受けた後に審査手続を行う。なお、地域ルール運用組

織は、必要に応じ審査組織に審査の事務を委託することができる。 

・委託を受けた審査組織は、審査を行い地域ルール運用組織に対しその結果を報告

する。 

・地域ルール運用組織は、審査組織からの審査結果等を踏まえ、地域ルールの適用

可否の判断を行い、地域ルールの適用申請を行った者に対し、適用可否について

の判断結果を通知する。 

  ②認定申請及び審査 

地域ルール運用組織から地域ルールの適用の決定通知を受けた者(以下「適用者」

という。)は、その内容に従って、区に対し認定申請を行う。  
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（４）地域ルールの実効性を確保するための方策 

①駐車場を適正に運用するための方策 

適用者は、集約駐車施設への案内及び誘導など駐車施設の適正な運用についての対

策を実施すること。 

  ②駐車施設の維持管理及び駐車実態調査等の実施及び報告 

適用者は適用施設が地域ルールの目的に沿って常時適法な状態で利用されるように

維持管理を行い、併せてその目的の実現に向けて区が必要とする駐車実態や低炭素化

の実現に関する調査などを実施し、運用組織に対して定期的に報告すること。 

  ③駐車実態調査データの蓄積及び活用 

地域ルール運用組織は、適用者が実施する継続的な駐車実態調査のデータの蓄積を

図り、他の地域ルールの適用を受けようとする者の類似施設データとして活用すると

ともに、駐車需要予測の精度を高めるなど地域の駐車課題の解決のために活用してい

くこと。 

  ④都市の低炭素化及び地域貢献に資する取組 

適用者に低炭素に資する取組※5 の遂行を求めるとともに、地域ルール運用組織は区

と協力の上、駐車目的車両による交通負荷の軽減、路上駐車の解消など地域の様々な

駐車課題の解消を行い、地域の低炭素まちづくりの促進に努める。 

 

（５）委任 

各施策の個別具体的な内容や本ルールに定めのない事項等については地域ルール

運用マニュアルへ委任する。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※1 参考資料 1 東京都駐車場条例 

※2 参考資料 2 係数の算出方法 

※3 参考資料 3 集約駐車施設の位置規模の考え方 

※4 参考資料 4 駐車場地域ルールの運用体制 

※5 参考資料 5 低炭素に資する取組（例示） 
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【浜松町駅周辺地区駐車場地域ルール適用地区】 別添図 1 
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【参考資料】 

・参考資料 1 東京都駐車場条例(一部抜粋) 

(建築物を新築する場合の駐車施設の附置) 

第十七条 別表第三の(い)欄に掲げる区域内において、当該区域に対応する同表の(ろ)欄

に掲げる床面積が同表の(は)欄に掲げる面積を超える建築物を新築しようとする者は、同

表の(に)欄に掲げる建築物の部分の床面積をそれぞれ同表の(ほ)欄に掲げる面積で除して

得た数値を合計して得た数値(延べ面積(自動車及び自転車の駐車の用に供する部分の床面

積を除く。以下同じ。)が六千平方メートルに満たない場合においては、当該合計して得た

数値に同表の(へ)欄に掲げる算式により算出して得た数値を乗じて得た数値(当該数値に

小数点以下の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。)とし、当該数値が一

の場合は、二とする。)以上の台数の規模を有する駐車施設を当該建築物又は当該建築物の

敷地内に附置しなければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りで

ない。 

一 駐車場整備地区のうち駐車場整備計画が定められている区域において、知事が地区特

性に応じた基準に基づき、必要な駐車施設の附置の確保が図られていると認める場合 

二 前号に定めるもののほか、知事が特に必要がないと認める場合 

2 特別区の区域における事務所の用途に供する部分の床面積の合計が六千平方メートル

を超える建築物にあつては、別表第四の上欄に掲げる事務所の用途に供する部分の床面積

に同表の下欄に掲げる率をそれぞれ乗じて得た面積の合計を当該事務所の用途に供する部

分の床面積とみなして、前項の規定を適用する。 

3 市の区域における事務所の用途に供する部分の床面積の合計が一万平方メートルを超

える建築物にあつては、別表第五の上欄に掲げる事務所の用途に供する部分の床面積に同

表の下欄に掲げる率をそれぞれ乗じて得た面積の合計を当該事務所の用途に供する部分の

床面積とみなして、第一項の規定を適用する。 

(平四条例一〇〇・全改、平一四条例六二・平二五条例一三〇・一部改正) 

 

(建築物を新築する場合の荷さばきのための駐車施設の附置) 

第十七条の二 別表第六の(い)欄に掲げる区域内において、当該区域に対応する同表の

(ろ)欄に掲げる床面積が同表の(は)欄に掲げる面積を超える建築物を新築しようとする者

は、同表の(に)欄に掲げる建築物の部分の床面積をそれぞれ同表の(ほ)欄に掲げる面積で

除して得た数値を合計して得た数値(合計して得た数値が十を超える場合は十とすること

ができ、延べ面積が六千平方メートルに満たない場合は、当該合計して得た数値に同表の

(へ)欄に掲げる算式により算出して得た数値を乗じて得た数値(当該数値に小数点以下の

端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。)とする。)以上の台数の規模を有

する荷さばきのための駐車施設を当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなければな

らない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 駐車場整備地区のうち駐車場整備計画が定められている区域において、知事が地区特

性に応じた基準に基づき、必要な荷さばきのための駐車施設の附置の確保が図られている

と認める場合 
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二 知事が敷地の形状等により荷さばきのための駐車施設を設置することが著しく困難で

あると認める場合 

三 前二号に定めるもののほか、知事が特に必要がないと認める場合 

2 前条第二項及び第三項の規定は、前項について準用する。 

3 前二項の規定により附置する荷さばきのための駐車施設の台数は、前条の規定により附

置しなければならない駐車施設の台数に含めることができる。 

(平一四条例六二・全改、平二五条例一三〇・一部改正) 

 

(建築物を増築し、又は用途を変更する場合の駐車施設の附置) 

第十七条の三 建築物を増築しようとする者又は建築物の用途の変更(当該用途の変更に

よつて第十七条の規定を準用して算出した場合に附置しなければならない駐車施設の台数

が増加し、及び法第二十条の二第一項に規定する大規模の修繕又は大規模の模様替えとな

るものをいう。以下この条において同じ。)をしようとする者は、増築又は用途の変更後の

建築物について、第十七条の規定を準用して算出した駐車施設の台数から、増築又は用途

の変更前の建築物について、同条の規定を準用して算出した駐車施設の台数又は既に設置

されていた第十七条の五第一項の規模を有する駐車施設の台数のいずれか多い台数を減じ

て得た台数の規模を有する駐車施設を、当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなけ

ればならない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 駐車場整備地区のうち駐車場整備計画が定められている区域において、知事が地区特

性に応じた基準に基づき、必要な駐車施設の附置の確保が図られていると認める場合 

二 前号に定めるもののほか、知事が特に必要がないと認める場合 

(平一四条例六二・追加)  

 

(建築物を増築し、又は用途を変更する場合の荷さばきのための駐車施設の附置) 

第十七条の四 建築物を増築しようとする者又は建築物の用途の変更(当該用途の変更に

よつて第十七条の二の規定を準用して算出した場合に附置しなければならない荷さばきの

ための駐車施設の台数が増加し、及び法第二十条の二第一項に規定する大規模の修繕又は

大規模の模様替えとなるものをいう。以下この条において同じ。)をしようとする者は、増

築又は用途の変更後の建築物について、第十七条の二の規定を準用して算出した荷さばき

のための駐車施設の台数から、増築又は用途の変更前の建築物について、同条の規定を準

用して算出した荷さばきのための駐車施設の台数又は既に設置されていた次条第四項の規

模を有する荷さばきのための駐車施設の台数のいずれか多い台数を減じて得た台数の規模

を有する荷さばきのための駐車施設を、当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなけ

ればならない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 駐車場整備地区のうち駐車場整備計画が定められている区域において、知事が地区特

性に応じた基準に基づき、必要な荷さばきのための駐車施設の附置の確保が図られている

と認める場合 

二 知事が当該建築物の構造及び敷地の状態から、やむを得ないと認める場合 

三 前二号に定めるもののほか、知事が特に必要がないと認める場合 
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2 前項の規定により附置する荷さばきのための駐車施設の台数は、前条の規定により附置

しなければならない駐車施設の台数に含めることができる。 

(平一四条例六二・追加) 

 

(駐車施設及び荷さばきのための駐車施設の規模) 

第十七条の五 第十七条又は第十七条の三の規定により附置しなければならない駐車施設

のうち自動車の格納又は駐車の用に供する部分の一台当たりの規模は、幅二・三メートル

以上、奥行き五メートル以上とし、自動車を安全に駐車させ、出入りさせることができる

ものとしなければならない。 

2 建築物又は建築物の敷地内に附置する駐車施設のうち、当該駐車施設の台数の十分の三

以上の部分の一台当たりの規模は、幅二・五メートル以上、奥行き六メートル以上のもの

とし、そのうち一台以上は、障害者のための駐車施設として幅三・五メートル以上、奥行

き六メートル以上とし、自動車を安全に駐車させ、出入りさせることができるものとしな

ければならない。 

3 前二項の規定にかかわらず、特殊な装置を用いる駐車施設で知事が有効に駐車できると

認めたものについては、前二項の規定によらないことができる。 

4 第十七条の二又は前条の規定により附置しなければならない荷さばきのための駐車施

設のうち自動車の格納又は駐車の用に供する部分の一台当たりの規模は、幅三メートル以

上、奥行き七・七メートル以上、はり下の高さ三メートル以上とし、自動車を安全に駐車

させ、出入りさせることができるものとしなければならない。ただし、当該建築物の構造

及び敷地の状態からやむを得ない場合は、一台当たりの規模を、幅四メートル以上、奥行

き六メートル以上、はり下の高さ三メートル以上とすることができる。 

(昭三七条例一一八・追加、平四条例一〇〇・一部改正、平一四条例六二・旧第十七条の三

繰下・一部改正) 
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別表第三(第十七条関係) 

 

（い） （ろ） （は） （に） （ほ） （へ） 

駐 車 場

整 備 地

区等 

特定用途(劇場、映画

館、演芸場、観覧場、放

送用スタジオ、公会堂、

集会場、展示場、結婚式

場、斎場、旅館、ホテル、

料理店、飲食店、キャバ

レー、カフェー、ナイト

クラブ、バー、ダンスホ

ール、遊技場、ボーリン

グ場、体育館、百貨店そ

の他の店舗、事務所、病

院、卸売市場、倉庫若し

くは工場又はこれらの

二以上のものをいう。

以下同じ。)に供する部

分の床面積と非特定用

途(特定用途以外の用

途をいう。以下同じ。)

に供する部分の床面積

に四分の三を乗じて得

たものとの合計面積 

千 五 百

平 方 メ

ートル 

百貨店その他の店舗(連

続式店舗(東京都建築安

全条例(昭和二十五年東

京都条例第八十九号)第

二十五条に規定する連

続式店舗で、床面積が五

百平方メートル以下の

ものを含む。)を含む。以

下同じ。)の用途に供す

る部分 

特 別 区 の 区

域 二 百 五 十

平 方 メ ー ト

ル 

市 の 区 域 二

百 平 方 メ ー

トル 

 

  特定用途(百貨店その他

の店舗を除く。)に供す

る部分 

特 別 区 の 区

域 三 百 平 方

メ ー ト ル 市

の 区 域 二 百

五 十 平 方 メ

ートル 

 

  非特定用途に供する部

分 

特 別 区 の 区

域 三 百 平 方

メートル(共

同 住 宅 に あ

つ て は 三 百

五 十 平 方 メ

ートル) 

市 の 区 域 三

百 平 方 メ ー

トル 

 

周 辺 地

区 又 は

自 動 車

ふ く そ

う地区 

特定用途に供する部分

の床面積 

二 千 平

方 メ ー

トル 

特定用途に供する部分 特 別 区 の 区

域 三 百 平 方

メ ー ト ル 市

の 区 域 二 百

五 十 平 方 メ

ートル 

 

 

備考 この表において、(ろ)欄に規定する部分及び(に)欄に掲げる部分は、自動車及び自転車の駐車の

用に供する部分を除くものとし、観覧場にあつては、屋外観覧席の部分を含むものとする。 
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別表第四(第十七条関係) 

 

六千平方メートル以下の部分 一 

六千平方メートルを超え、一万平方メートル以下の部分 〇・八 

一万平方メートルを超え、十万平方メートル以下の部分 〇・五 

十万平方メートルを超える部分 〇・四 

 

 

 

別表第六(第十七条関係) 

 

（い） （ろ） （は） （に） （ほ） （へ） 

駐車場整備地

区等 

特定用途に供す

る部分の床面積 

二千平方

メートル 

百貨店その他

の店舗の用途

に供する部分 

二千五百平

方メートル 

 

事務所の用途

に供する部分 

五千五百平

方メートル 

倉庫の用途に

供する部分 

二千平方メ

ートル 

特定用途(百貨

店その他の店

舗、事務所及

び倉庫を除

く。)に供する

部分 

三千五百平

方メートル 

周辺地区又は

自動車ふくそ

う地区 

特定用途に供す

る部分の床面積 

三千平方

メートル 

特定用途に供

する部分 

七千平方メ

ートル 

 

 

 

備考 この表において、(ろ)欄に規定する部分及び(に)欄に掲げる部分は、自動車及び自転車の駐車の

用に供する部分を除くものとし、観覧場にあつては、屋外観覧席の部分を含むものとする。 
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・参考資料 2 係数の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②実態調査地区建物 
用途別床面積（㎡） 

既往資料等 

⑤推計駐車需要台数 

（台） 

①実態調査地区建物用途別 
駐車需要台数（台） 

令和元年度 
駐車実態調査 

③駐車需要原単位 
（㎡／台） 

都条例における 

附置台数整備基準 

（㎡／台） 

都条例の基準による 

附置台数（台） 

建物ごとの実駐車台数 

（駐車実態調査結果） 

（比較して検証） ※都条例における負担軽減措置

（激変緩和措置、大規模低減）

を適用した台数 

④附置義務対象となる実態調査地区建物
用途別床面積（㎡） 

◆商 業 地 域 ：乗用車 1,500 ㎡以上 
貨物車 2,000 ㎡以上 

◆準工業地域：乗用車 2,000 ㎡以上 
貨物車 3,000 ㎡以上 
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・参考資料 3 集約駐車施設の位置及び規模の設定の考え方 
［集約駐車施設の位置］ 

区域①は、比較的小規模な建物が立地しており、交通規制がかかっていることから、自動車動線が限定

され、区域内の走行距離が長くなっており、区域内走行距離を削減するために駐車施設を集約することが

望ましい地区です。 

また、区域③の東側及び区域⑤は、幹線道路に沿った細長い形状となっており、自動車の出入りによる

幹線道路への交通影響を抑制するため、駐車施設を集約することが望ましい地区です。 

一方、区域①・②・④では再開発等により大規模なまちづくりが進展しており、駐車機能の集約の受入

に活用可能な施設が一定程度確保されると想定されます。また、大規模開発と合わせて交通結節機能の強

化や歩行者ネットワークの整備など、公共交通利便性向上の取り組みが行われています。 

これらの区域の特性等に基づいて、駐車機能集約施設の位置を区域①・②・④に設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位 置 

区域①・②・④ 

 

  

駐車機能集約区域 

集約駐車施設（区域①・②・④） 

集約駐車施設以外 
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【集約駐車施設の規模】 

駐車場需要の実態調査を元に、適用地区全体の駐車需要に応じた駐車台数整備基準の下限値を

「都条例の規定に基づく台数×0.5」と定めました。 

 整備基準 備考 

乗用車 
■浜松町駅周辺地区 

都条例の規定に基づく台数 × 0.5 

実態調査に基づく推計により得られた駐

車需要台数と都条例の基準による附置義

務台数との比較において得られた比率を

整備基準の下限値とする。 

 

浜松町駅周辺地区では、将来建て替えおよび再開発が進むことを前提として、集約の対象となる想定建

築物の延床面積を建物ごとに算出し（合計約157,800㎡）、ここから都条例の規定に基づいた附置義務台

数を約439台と算定しました。 

この台数に、駐車場需要実態調査に基づいた附置基準（都条例基準×0.5）を適用すると約227台となり

ます。 

 

 区域① 区域② 区域③ 区域④ 区域⑤ 合計 

都条例附置義務台数 
約165台 約2台 約23台 約181台 約68台 約439台 

附置基準 ×0.5 

（駐車場地域ルール整備基準の下限値） 

 

駐車場地域ルールを適用した 

附置義務台数 約88台 約1台 約12台 約91台 約35台 約227台 

  ※建物ごとに算出した結果を合計しているため、端数処理の影響により、地域ルールを適用した附置義務台数は、 

都条例附置義務台数×0.5と一致しておりません。 

 

以上より、集約駐車施設の規模として、都条例規定に基づく附置義務台数（約439台）を上限とし、す

べての建物が需要に合わせた附置基準の下限値を適用した場合の台数（約227台）を下限とします。 

 

位 置 規 模 

区域①・②・④ 約 227 台～439 台 
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【整備基準における標準値の設定について】 

浜松町駅周辺地区駐車場地域ルール運用マニュアルに規定する運用審査、簡易審査を行う場合は、

地域の需要に応じた下記の低減係数を標準値として適用する。 

■浜松町駅周辺地区 

都条例の規定に基づく台数 × 0.6 
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・参考資料 4 駐車場地域ルールの運用体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※想定される地域ルール組織構成員 

①地域ルール運営協議会 ②地域ルール運用組織 ③審査組織 

・学識経験者 

・対象区域の町会・住民 

・エリアマネジメント団体 

・関係行政部局 

等 

・対象区域内の町会・住民 

・開発事業者 

・エリアマネジメント団体 

等 

・交通・駐車施策に専門的な知見

を有する学識経験者 

等 

 

 

 

  

港区 

 

地域が設置し、港区が指定 

・地域ルールの申請手続窓口事務 

・地域貢献策の企画・実施など 

②地域ルール運用組織 

地域ルール申請者 

地域貢献策 

の実施 

 

港区が設置 

・地域ルールの確認・検証 

・地域ルールの見直し  等 

①地域ルール運営協議会 

地域ルールの検証・報告 

申請・受付 

結果通知 

審査・結果報告 

運用状況報告 

・指導助言 

 

港区が指定 

・申請案件ごとの審査 

（整備台数、駐車施設集約等） 

※学識経験者等の専門家が中立的な

立場で客観的に審査を実施 

③審査組織 

定期報告 
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・参考資料 5 低炭素に資する取組(例示) 

 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関の

利用促進 

●公共交通利用者への商品割引サービ

スや特典の付与 

●公共交通利用者への運賃の補助 

●公共交通利用促進についての広報の

実施 

●駅やバス停までのマップ表示・冊子

配布 

●公共交通機関とのタイアップ企画の

実施 

●商品配送サービスの実施 

●その他、公共交通サービスの維持・

拡充に寄与する取組 

         など 

○建築物内における公共交通情報提供

システム導入 

○バス停の整備・改築 

○公共交通機関へつながる歩行者ネッ

トワーク整備 

○公共交通インフラの整備 

○交通広場の整備 

など 

■自動車による 

環境負荷の抑制 

●従業員等への自動車通勤の禁止 

●共同集配の実施 

●貨物車の低公害車利用       

など 

 

○EV 充電器の設置 

○水素ステーション設置 

○その他クリーンエネルギー自動車の

普及促進策 

○地域共同荷捌き施設の整備 

○カーシェアリングの導入 

○自動二輪専用マスの設置      

など 

 

■地区内移動の 

支援 

●手荷物預かりサービスの実施 

●地域交通（バス等）による周辺地域、

鉄道駅への送迎 

●地区内の徒歩移動を支援する交通モ

ードの導入             

など 

○快適な歩行環境整備（ネットワーク

整備） 

○自転車走行空間整備（ネットワーク

整備） 

○交通広場の整備 

○地下車路による駐車場ネットワーク

整備 

○自転車シェアリングポートの整備 

○快適な歩行環境の整備（敷地前面） 

              など 

■その他、低炭素

化に資する取組 

※事業者からの提案および今後の技術革新による新しい取り組みについて適宜

追加を行う 

※表中の下線部は、物流・貨物車に関する取組内容の例 

 

・参考資料 6 地域ルールの策定・改定履歴 

  令和 3 年 7 月 1 日 地域ルールの策定 

  令和 7 年 2 月 28 日 地域ルールの改定 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浜松町駅周辺地区駐車場地域ルール 

令 和 7 年 2 月 

 

港区街づくり支援部 地域交通課 

〒105-8511 港区芝公園 1-5-25 

TEL ：03-3578-2111（代表） 

 

 


